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財政見通し（令和元年度（2019年度）～令和5年度（2023年度））

本市を取り巻く財政状況は、歳入においては、市税が少子・高齢化

に伴う生産年齢人口の減少などにより、伸びが見込めない状況です。

一方、歳出においては、子育て支援の充実や高齢化社会の進展など

により社会保障関連経費が増加しているほか、公共施設の老朽改修、

建替更新や他会計への財政支援など、財政需要を押し上げる諸要因が

山積しています。

このため、後年度の歳入及び歳出を予測し、収支を見積ることによ

り、持続可能で安定的な財政運営を行うことを目的に、財政見通しを

作成するものです。

はじめに

基本的な考え方

財政見通しは普通会計による、一般財源ベースで試算しています。

普通会計とは、他自治体とも比較できるように全国一律のルールに

基づいた会計区分です。本市の場合は、一般会計と特別会計宝塚市営

霊園事業費となります。

一般財源とは、市税や交付税、地方譲与税・交付金などのことで、

市が実施している各種の事業は、その内容により全額を一般財源で実

施しているものと、国・県支出金や使用料等の特定財源を事業費の一

部に充てて実施しているものがあり、財政見通しでは、必要な一般財

源額を明らかにし、計画的な財源対策を講じるために一般財源ベース

で試算しています。

なお、この財政見通しは一定の前提条件の下に試算したものであり、

今後の社会経済情勢や国の制度改正などの影響により変動する可能性

があります。今後も常に情勢の変化を注視しながら財政運営を行って

いきます。

１

２
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財政見通し（令和元年度（2019年度）～令和5年度（2023年度））

今後５年間の見通し

令和元年度（2019年度）～令和5年度（2023年度）の見通しは、

歳入の伸びが見込めない中、歳出では新ごみ処理施設建設基金への積

立や、子育て支援の充実、高齢化社会の進展等の影響から、扶助費や

特別会計への繰出金が増加傾向と見込まれるため、5ヵ年で収支不足

額を43.2億円（財政見通しＳ行）と見込んでいます。なお、第2次行

財政運営アクションプランの着実な取組により、5ヵ年で効果額を

29.7億円（財政見通しT行）と見込んでおり、行革取組後の収支不足

は13.5億円（財政見通しU行）と見込んでいます。

前回の令和元年（2019年）3月作成の財政見通しからは、歳入で

は市税が減となるものの地方交付税等が増となり、歳出では人事院勧

告に基づく給与改定などによる人件費の増などのため収支は悪化して

います。

３
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財政見通し（令和元年度（2019年度）～令和5年度（2023年度））

財政見通し（普通会計一般財源ベース）４

A 35,389 35,487 35,364 35,451 35,608 177,299

B 5,705 6,547 6,923 6,928 6,928 33,031

C 7,459 7,674 7,866 8,117 8,327 39,443

3,866 3,997 4,103 4,241 4,356 20,563

397 397 397 397 397 1,985

3,196 3,280 3,366 3,479 3,574 16,895

D 2,039 1,898 1,577 1,507 1,507 8,528

409 350 71 0 0 830

0 0 0 0 0 0

640 640 640 640 640 3,200

990 908 866 867 867 4,498

E 50,592 51,606 51,730 52,003 52,370 258,301

F 27,014 28,838 29,078 29,123 29,511 143,564

G 14,080 15,657 15,495 15,415 15,386 76,033

H 6,711 6,943 7,136 7,335 7,539 35,664

I 6,223 6,238 6,447 6,373 6,586 31,867

J 22,122 21,032 21,212 21,507 21,691 107,564

K 9,147 7,396 7,470 7,443 7,452 38,908

L 5,515 5,624 5,487 5,568 5,487 27,681

2,998 3,029 2,894 2,979 2,898 14,798

2,517 2,595 2,593 2,589 2,589 12,883

M 329 329 329 329 329 1,645

N 479 669 669 674 674 3,165

O 6,645 7,007 7,250 7,487 7,743 36,132

P 7 7 7 6 6 33

Q 2,297 2,300 2,300 2,300 2,300 11,497

R 51,433 52,170 52,590 52,930 53,502 262,625

S � 841 � 564 � 860 � 927 � 1,132 � 4,324

T 450 550 631 661 678 2,970

U � 391 � 14 � 229 � 266 � 454 � 1,354

1,398 1,502 1,504 1,508 1,508 7,420

令和5年度

(2023年度)

その他の経費（ K+L+M+N+O+P)

歳 出 計 （ F + J + Q)

歳入歳出差引 （ E - R ）

（ 単位： 百万円）

令和元年度

（ 2019年度） 9月

補正後

令和2年度

(2020年度)

令和3年度

(2021年度)

令和4年度

(2022年度)
５ヵ年合計

物 件 費

補 助 費 等

繰 出 金

積 立 金

維 持 補 修 費

繰 入 金

繰 越 金

寄 附 金

歳入計（ A + B + C + D）

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

義務的経費（ G + H + I ）

市 税

地 方 交 付 税 等

地 方 譲 与 税 ・ 交 付 金

そ の 他 収 入

区 分

普 通 交 付 税

特 別 交 付 税

臨 時 財 政 対 策 債

そ の 他 の 収 入

実 施 計 画 財 源 等

その 他 の 補 助 費 等

そ の 他

企 業 会 計 補 助 金

行革取組後歳入歳出差引（ S+T)

※ 第2次行財政運営アクションプラン（ 平成28年度～令和2年度） の効果額は、各取組に掲げる指標・目標を達成した場合に見込まれる計画上の効果

額を積算したものです。また、令和3年度以降の効果額は、継続的に取り組んだ場合の額としています。

これら効果額のうち、令和元年度の予算編成時に反映している額は、「（ 再掲） 反映済みの行革取組効果額」に表記し、入札差金等執行管理の強化

の取組など、決算時に明確となる額と、令和2年度以降、効果額が令和元年度より上振れる額との計を「T 行革取組効果額」に表記しています。

（ 再掲） 反映済みの行革取組効果額

Sの歳入歳出差引きに反映済みの額

行 革 取 組 効 果 額
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財政見通し（令和元年度（2019年度）～令和5年度（2023年度））

歳入の見通しについて

A市税

市民税や固定資産税等の税金収入です。

令和元年（2019年）10月に実施される地方法人課税の税率改正に

伴い、令和2年度（2020年度）以降の法人市民税は減を見込んでい

ます。なお、令和3年度（2021年度）には固定資産の評価替えによ

り固定資産税は減を見込んでいます。

B 地方譲与税・交付金

地方消費税交付金や社会保障財源交付金、自動車重量譲与税等、国

などから一定のルールに基づき交付されるものです。

社会保障財源交付金は令和元年（2019年）10月に予定されている

消費税増税分を見込んでいます。

また、法人市民税の減に伴い令和2年度（2020年度）から新設さ

れる法人事業税交付金の増を見込んでいます。

市税と同じく経済状況の影響が大きい分野です。現時点では社会保

障財源交付金、法人事業税交付金が増加すると見込んでいます。

C地方交付税等

普通交付税は地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、すべての地

方公共団体が一定の行政サービスを提供できるよう財源を保障するた

め、国税として国が代わって徴収し、税を一定の合理的な基準で再配

分する地方の固有財源です。

特別交付税は災害等の特別な財政需要が発生した場合に交付される

もので、臨時財政対策債は交付税の代替財源として地方公共団体が発

行する地方債で、元利償還金相当額については、後年度において地方

交付税の基準財政需要額に算入されるものです。

市税、地方譲与税・交付金との関連で、年度により変動があります。

令和元年（2019年）10月から実施される幼児教育・保育の無償化

に伴う地方負担が基準財政需要額に算入されるため、令和2年度

（2020年度）以降普通交付税が増加すると見込んでいます。

５
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財政見通し（令和元年度（2019年度）～令和5年度（2023年度））

Dその他収入

繰入金は基金取崩の額を見込んでます。

寄附金はJRA（日本中央競馬会）からの寄附金やふるさと納税に

よる寄附金を見込んでいます。

その他の収入は道路占用料や普通財産の貸付料収入、公有財産を

売払う場合の財産収入などを見込んでいます。

企画経営部財政課
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財政見通し（令和元年度（2019年度）～令和5年度（2023年度））

G 人件費

議員報酬や職員給与及び行政委員会の委員報酬等の支出です。

令和2年度（2020年度）から導入される会計年度任用職員制度に

伴い、令和元年度（2019年度）までは物件費に計上していた経費を

振り替えて計上しています。

H 扶助費

障害福祉サービス費や子育て支援関連など社会保障経費の支出で、

対象者数が増加傾向であることから、今後も増加すると見込んでいま

す。

I 公債費

地方債（借入金）返済のための支出であり、近年は投資事業の抑制

から減少傾向となっていましたが、今後、公共施設の整備による発行

増加が見込まれることから、微増になると見込んでいます。

K 物件費

委託料や光熱水費等の支出であり、令和元年度（2019年度）、令

和3年度（2021年度）、令和5年度（2023年度）は選挙にかかる経

費を、令和3年度（2021年度）以降は新施設にかかる管理経費分を

見込んでいます。

L 補助費等

病院事業や上下水道事業といった企業会計に対する補助金や各種団

体などに対して交付する補助金です。企業会計への補助金は基準に基

づく支出を見込んでいます。

歳出の見通しについて６

企画経営部財政課
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財政見通し（令和元年度（2019年度）～令和5年度（2023年度））

M 維持補修費

公共施設等の原状回復等の軽微な維持補修のための支出で、横ばい

で見込んでいます。

N 積立金

基金に積立てるための支出です。市民福祉金の見直し相当額と、ふ

るさと納税で得た寄附金相当額、新ごみ処理施設建設に対応するため

の金額、森林環境譲与税相当額を基金に積立てることとして見込んで

います。

O 繰出金

基準に基づき、国民健康保険事業や介護保険事業などの特別会計へ

支出するものです。介護保険事業及び後期高齢者医療事業への繰出金

は、高齢者数が増加傾向であることから、今後も増加するものと見込

んでいます。

Q実施計画財源等

令和元年度（2019年度）の数値は、工事等の投資的経費です。

令和2年度（2020年度）以降は、投資的経費を含む新規・拡充事

業の一般財源の上限額として見込んでいます。

企画経営部財政課
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地方債の見通し
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財政見通し（令和元年度（2019年度）～令和5年度（2023年度））

投資的経費（工事等）は事業費が多額となることや便益が後年度

に及ぶことから、年度間の負担の平準化や世代間の公平のために、

地方債を発行して資金を調達しています。

今後、新規に発行する地方債を公共施設の整備状況に合わせ、令

和元年度（2019年度）は発行見込額、令和2～5年度（2020～

2023年度）は20億円で見込んでいます。

なお、臨時財政対策債については、普通交付税算定上の財源不足

額の一定割合を見込んでいます。

７

*H25～H30までは決算、R元.9月補正後は予算、R2～R5は見込み

473 439 414 387 373 359 350 337 324 312 299

285 305 323 334 348 362 370 377 382 388 393

757.8 744.1 736.7 721.3 721.2 720.7 719.5 713.7 706.3 700.2 692.5

0

300

600

900

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 H29 Ｈ30 R元 R2 R3 R4 R5

地

方

債

残

高

（

億

円

）

年度

地方債残高の推移と見通し

臨時財政対策債

普通債

総額
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基金の見通し
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財政見通し（令和元年度（2019年度）～令和5年度（2023年度））

特定の目的をもった基金は、子ども施策の充実、施設や道路の維

持補修などのために活用してきたことから、近年残高が減少傾向に

ありますが、財政調整基金については、不測の事態に備え一定額以

上を確保することとしています。

基金の概要は次のとおりです。

８

●財政調整基金・・・ 災害時の復旧や経済事情の変動等により財源

が不足する場合に備えるための基金で、必要に

応じて取り崩すことがあります。

行財政運営アクションプランにおいては一定

額を維持しておく必要があることから、43億円

以上の残高を維持する財政運営を目指していま

す。

●特定目的基金・・・ 公共施設等整備保全基金、子ども未来基金、

ふるさとまちづくり基金など様々な基金があり、

事業の充実を図るために活用します。

55 54 52 52 53 56
49 50 50 50 50

65
55

49
41 42

44

41 41 43 47 50

120.3

109.0

100.6

93.2 95.0
100.2

90.2 90.1
92.9

96.4
100.0

20

40

60

80

100

120

140

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 H29 Ｈ30 R元 R2 R3 R4 R5

基

金

残

高

（

億

円

）

年度

基金残高の推移と見通し

財政調整基金

特定目的基金

総額

*H25～H30までは決算、R元.9月補正後は予算、R2～R5は見込み
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今後の課題
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財政見通し（令和元年度（2019年度）～令和5年度（2023年度））

新ごみ処理施設の建設や土地開発公社の財政健全化、病院事業会計

への支援といった、多額の費用を要すると見込まれるもので、現時点

では、具体的な事業費や財源の積算ができない等の理由により、この

財政見通しに反映できていないものがあります。

９

10 将来を見据えた行財政運営について

今後も厳しい財政状況を見込んでおり、引き続き行財政運営アク

ションプランなど行財政改革の取組について、実施時期や効果額を

明らかにしながら、着実に進めていきます。また、毎年実施してい

る事務事業評価における継続的な事務事業見直しや更なる執行管理

の強化などにより、令和5年度（2023年度）までの間に生じる財源

不足に対応します。

また、全ての事務事業における業務量や事業に費やしている時間

などを把握し、RPAやAIといったテクノロジーを活用するなどによ

り、事務を簡素化させることや事業を見直すことで、総労働時間の

適正化や、職員の適正配置などを行い、働き方改革を推進します。

これらにより効果的、効率的で質の高い業務を行い、新たな課題に

も対応していくことで、市民サービスの質の向上を目指します。

実施計画財源等について、重点化の項目などを定めることや公共

施設マネジメントを推進することにより生み出した財源を活用して

公共施設の適切な維持管理を進め、健全で持続可能な財政基盤の確

立に向け、行財政改革の取組をさらに進めていきます。

企画経営部財政課
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財政見通し（令和元年度（2019年度）～令和5年度（2023年度））

資料＿歳入歳出算出方法

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 内閣府「中長期の経済財政に関する試算（ 令和元年7月31日経済財政諮

問会議提出） 」におけるベースライン 名目ＧＤＰ成長率をもとに算出した成

長率を反映

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 税制改正による税率の変更の影響を見込む

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 令和3年度（ 2021年度） の評価替えの影響を見込む

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 子ども・子育て支援臨時交付金（ 令和元年度（ 2019年度） のみ） 以外に

ついて、令和元年度（ 2019年度） 9月補正後と同額を見込む

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 社会保障財源交付金については消費税増税による増を、新設された法人事

業税交付金は想定額を見込み、それ以外は令和元年度（ 2019年度） 9月

補正後と同額を見込む

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 交付税算入公債費については発行済地方債の理論償還率等から、その他個

別算定経費等については過去の伸び率を参考に基準財政需要額を、市税、

地方譲与税・交付金等の今後の見込額から基準財政収入額を見込むことに

より、今後の見込額を算出

令和元年（ 2019年） 10月から実施される幼児教育・保育の無償化に伴う

地方負担が基準財政需要額に算入されるため、増を見込む

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後と同額を見込む

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 普通交付税算定上の財源不足額の一定割合を見込む

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後と同額を見込む

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････････令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 公共施設等整備保全基金、子ども未来基金の取り崩しを見込む

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 経常収入分等を見込む

そ

の

他

の

収

入

地

方

譲

与

税

・

交

付

金

その他の収入（ 財産収入等）

臨時財政対策債

寄附金

特定目的基金取り崩し

普通交付税

特別交付税

地方譲与税・地方特例交付金

その他交付金

固定資産税・都市計画税

個人市民税

市

税

地

方

交

付

税

等

法人市民税
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財政見通し（令和元年度（2019年度）～令和5年度（2023年度））

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 人事院勧告等を含む見込額

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 令和元年（ 2019年） 9月現在見込額

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 令和3年度（ 2021年度） 、令和5年度（ 2023年度） は選挙に係る事務

従事者報酬を見込む

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 対前年度伸率2.8％で見込む

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 既発債に令和元年度以降の新発債の元利償還額を加算して見込む

■既発債（ 発行済み地方債分）

実額

■新発債（ 今後発行予定地方債分）

・投資所要額（ 令和元年度は発行見込額、令和2～5年度は20億） 及び

臨時財政対策債を見込む

・新発債の利率は、内閣府「中長期の経済財政に関する試算（ 令和元年7

月31日経済財政諮問会議提出） 」） の名目長期金利を反映

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 内閣府「中長期の経済財政に関する試算（ 令和元年7月31日経済財政諮

問会議提出） 」 における物価上昇率（ 消費者物価） を反映

令和3年度（ 2021年度） 、令和5年度（ 2023年度） は選挙に係る経費

を見込む

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 各企業会計の今後の見込額を参考に見込む

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 令和3年度（ 2021年度） 、令和5年度（ 2023年度） は選挙に係る経費

を見込む

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後と同額を見込む

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 市民福祉金相当分及びふるさと納税分、新ごみ処理施設建設分、森林環境

譲与税分を見込む

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 各特別会計の今後の見込額を参考に見込む

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後と同額を見込む

令和元年度（ 2019年度） 9月補正後 ････ 令和元年度（ 2019年度） 9月補正後

令和2年度（ 2020年度） 以降 ････ 23億円を見込む

企業会計補助金

その他補助金
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財政見通し 令和元年（ 2019年） 10月作成

企画経営部 行財政改革室 財政課
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